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 「不可視領域競争戦略」の概念 
 ─日本の自動車産業のイノベーション戦略に関する一考察─ 

今　井　範　行

 １．はじめに 

 　日本経済に関して「失われた 20 年」という
用語がある。日本では，1980 年代後半にバブ
ル経済が生起し，1990 年代初頭にそれが崩壊
した （1） 。それ以来，20 年以上の期間にわたり，
日本経済はデフレの長期不況に陥っている。「失
われた 20 年」という用語は，この間の長期不
況を意味する （2） 。 
 　この長期不況から脱却するために，日本で
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は，金融政策・財政政策とともに成長戦略が重
点政策として推進され，日本企業には産業再生
化と産業活性化が強く求められている （3） 。その
ために重要なことの 1つは，日本企業のイノ
ベーション戦略の強化である。 
 　イノベーションは，Schumpeter（1912）
により提唱された経済学上の概念である。
Schumpeter（1912）によれば，経済の発展と
は，経済が自分自身のなかから生み出す経済生
活の循環の変化のことである。また，経済の発

 ⑴　日経平均株価は 1986 年頃から急上昇しはじめ，1989 年 12 月 29 日の東証大納会で史上最高値の 38,957 円 44
銭（同日終値 38,915 円 87 銭）を記録，1990 年 1 月 4 日の大発会から大幅下落に転じた。この間に日経平均株価
は約 3倍になったが，日本の地価総額もほぼ同様に急増した。 
 ⑵　内閣府景気基準日付による第 1次平成不況（1991 年 2 月～ 1993 年 10 月）・第 2次平成不況（1997 年 5 月～
1999 年 1 月）・第 3次平成不況（2000 年 11 月～ 2002 年 1 月）を含む，バブル崩壊以後の 1990 年代～ 2000 年代
の経済低迷期を，一般に「失われた 20 年」という。 
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展は，イノベーションが非連続的にあらわれる
ことができるときにのみ実現する。そして，イ
ノベーションの遂行とは，下記の 5つの場合で
あるという （4） 。 
 　① 消費者の間でまだ知られていない製品，あ

るいは，新しい品質の製品の生産。 
 　② 新しい生産方法の導入。 
 　③ 新しい販路・市場の開拓。 
 　④ 原材料，あるいは，半製品の新しい供給源

の獲得。 
 　⑤ 独占的地位の形成，あるいは，独占の打破
（新しい組織の実現）。 

 　本稿では，上記の Schumpeter（1912）のイ
ノベーションの概念をふまえ，日本の自動車産
業を対象に，現代のイノベーション戦略の本質
的要素を追究する。 
 　本稿における結論は，以下のとおりである。
すなわち，日本の自動車産業では，半世紀以上
にわたり，主として，①コスト競争力の強化，
②生産性の向上，③規模の経済性の実現，とい
う 3つの視点から，戦略的にイノベーションが
はかられ，競争力が強化・保持されてきた。こ
の間のイノベーションに共通する大きな潮流の
1つは，フロントローディング（front-loading）

である。その背景には，イノベーションそのも
のを，外部から可視的な量産・量販段階から不
可視的な製品開発段階へ移行させることによ
り，イノベーションの模倣可能性を低減すると
ともに，プロダクトライフサイクルの上流段階
でのイノベーションにより利益改善効果を引
きあげる，という日本の自動車産業のイノベー
ション戦略の変化がある。本稿では，これを
「不可視領域競争戦略（Invisible Competitive 
Strategy）」として概念化をはかる （5） 。 

２ ．日本の自動車産業におけるイノベー
ションの視点 

 　日本の自動車産業は，自動車メーカー 12 社
を中核とした，日本経済を支える基幹産業の 1
つである （6） 。日本の自動車産業ではこれまで，
戦略的にイノベーションがはかられ，競争力が
強化・保持されてきた。そこでのイノベーショ
ンの視点は，自動車事業が本来的に有する下記
の属性に淵源する。 
 　① 自動車という製品は，一般に市場で流通す

る多種多様な最終顧客向けの量販型製品の
なかでは，まれにみる高価格製品である。

 ⑶　第 2次安倍内閣では，アベノミクスの「3本の矢」が，経済成長を目的とした政策運営の柱に掲げられている。
すなわち，第 1の矢としての大胆な金融政策，第 2の矢としての機動的な財政政策，第 3の矢としての民間投資
を喚起する成長戦略であり，とりわけ，第 3の矢の推進にあたっては，日本企業による産業再生化と産業活性化
が強く求められている。 
 ⑷　Schumpeter（1912）は，イノベーションを遂行する企業や生産工場等は，従来のものにとって代わるのでは
なく，それらに並行して出現するという。 
 ⑸　本稿でとりあげる内容は，筆者の自動車産業における実務上の経験と知識にもとづいている。それは，日本の
自動車産業に概ね共通するイノベーションとその戦略であり，個別企業のケースをとりあげるものではない。 
 ⑹　日本自動車工業会によれば，①日本の自動車産業は，自動車と自動車部品の製造部門，鉄鋼や化学などの資材
部門，自動車の販売・整備部門，貨物運送などの利用部門，ガソリンステーションなどの関連部門から成る総合
産業である。その就業人口は，日本の全就業人口の約 1割を占める。②日本の自動車メーカーは，乗用車メーカー
8社（トヨタ・日産・ホンダ・マツダ・三菱・スバル・スズキ・ダイハツ）とトラックメーカー 4社（日野・い
すゞ・三菱ふそう・UD）の計 12 社である。これら 12 社を中核に，日本の自動車製造業は，多数の企業により
産業集積を形成している。③日本の自動車製造業の出荷額・設備投資額・研究開発費は，日本の全製造業の各々
の約 2割を占める。 
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したがって，製品の原価低減をはかり，販
売価格を引き下げることができれば，製品
としての自動車の価格競争力は大きく向上
する。その結果，顧客支持の拡大，市場
シェアの上昇，ならびに，収益性の向上が
もたらされる可能性が増大する。 

 　② 自動車という製品は，典型的な量産（mass 
production）型製品の 1つである。したがっ
て，生産工程における生産性の向上が収益
性の向上に繋がる。 

 　③ 自動車事業は，多額の設備投資と研究開発
費が必要な，典型的な装置産業の 1つであ
る （7） 。したがって，自動車事業では規模の
経済性がはたらく。 

 　上記の自動車事業の属性をふまえ，日本の自
動車産業では，半世紀以上にわたり，主とし
て，下記の 3つの視点から戦略的にイノベー
ションがはかられ，自動車事業としての競争力
が強化・保持されてきた。 
 　① コスト競争力の強化（主に材料費の低減）。 
 　② 生産性の向上（主に労働生産性と設備生産

性の向上）。 
 　③ 規模の経済性の実現（固定費率の引き下げ）。 

 ３．日本の自動車産業における伝統的な
イノベーション 

 　次に，日本の自動車産業における伝統的なイ
ノベーションについて，上記の 3つの視点に則
して述べる。 

 3.1　コスト競争力の強化 
 　まず，第 1の視点，すなわち，コスト競争
力の強化の視点であるが，この視点でのイノ
ベーションの源流は，Deming（1982）のTQC
（Total Quality Control） に あ る （8） 。Deming
（1982）は，製品とサービスの品質を改善するた
めに，①リーダーシップを確立する（institute 
leadership），②部門間の障壁をとりのぞく
（break down barriers between departments），
③生産とサービスのシステムを絶え間なく改
善 す る（improve constantly and forever the 
system of production and service），とのTQC
のマネジメント原則を提示し，日本の自動車産業
もこれらを積極的にとり入れた （9） 。 
 　たとえば，トヨタでは，1949 年に SQC
（Statistical Quality Control） が 導 入 さ れ，
1961 年にはTQCが導入され，また，1962 年
には社員全員が参加する形でQCサークル活動
が発足された （10） 。そして，1965 年には，経営
トップから現場の作業者にいたるまで全社一丸
となったTQCの推進が評価され，トヨタはデ
ミング賞（実施賞）を受賞した（トヨタ自動車
株式会社，2012）。 
 　このデミング賞（実施賞）の受賞にいたる過
程で，トヨタは，高品質かつ低コストの製品の
生産の実現，ならびに，経営管理の画期的刷
新をはかるため，1964 年に機能別管理体制を
確立した。すなわち，従来おこなわれてきた
TQCを強化する形で，品質保証・原価管理・
人事管理・事務管理の 4つの機能毎に，全社的

 ⑺　たとえば，新型車を開発するためには，通常の自動車のモデルチェンジの場合，一般に 400 ～ 500 億円程度の
投資が必要であるといわれる。また，自動車の組立工場を新設するためには，一般に 500 ～ 1,000 億円程度の投
資が必要であるといわれる。 
 ⑻　Deming は，品質管理運動を広く日本の産業界全体に普及させ，日本の製造業の国際競争力の向上に大きく貢
献した指導的な思想家である。また，TQCとは，品質管理は経営者をはじめ企業活動に携わる全社員の責任で
あるとの考え方にもとづき，経営者によるリーダーシップのもと，生産部門だけでなく技術開発部門・購買部
門・生産技術部門・物流部門・販売部門・サービス部門・管理部門にいたるまで，企業活動全般を通じておこな
う総合的品質管理，あるいは，全社的品質管理である。 
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かつ職能部門横断的な水平方向での連携をはか
る経営管理体制を構築したのである（トヨタ自
動車株式会社，2012）。 
 　このトヨタの機能別管理体制は，中核となる
生産部門が他部門からの協力を得る形で全社的
に原価低減をはかる体制が構築された，という
点において画期的であった。これを契機に，日
本の自動車産業では，量産段階での生産部門に
おける原価改善が活発化した。 
 　このような経緯から生起した，コスト競争力
の強化の視点にもとづく伝統的なイノベーショ
ンの事例としては，工場で使用する補助材料・
消耗品・消耗工具器具備品の原価改善があげら
れる。すなわち，生産部門が，購買部門からの
協力を得る形でそれらの購入単価を引き下げた
り，購買部門からの情報にもとづいてそれらの
使用品種をより購入単価の安い品種へ変更した
り，あるいは，生産工程での使用方法の改善に
よってそれらの使用数量を引き下げたりする活
動である。 

 3.2　生産性の向上 
 　次に，第 2の視点，すなわち，生産性の向上
の視点であるが，この視点にもとづく伝統的
なイノベーションの代表例は，TPS（Toyota 
Production System）である。 
 　TPS の創始者である大野（1978）によれば，
TPS とは徹底したムダ（muda）の排除により
生産性を高める生産方式である。ここに，生産
工程におけるムダとは，原価のみを高める生産
の諸要素であり，たとえば，多すぎる人・過剰
な設備・過剰な在庫などである。また，徹底し
たムダの排除とは，①つくりすぎのムダ，②手
待ちのムダ，③運搬のムダ，④加工そのものの
ムダ，⑤在庫のムダ，⑥動作のムダ，⑦不良を
つくるムダ，の 7つのムダを徹底的に摘出し，
排除することである。 
 　門田（2006）は，上記の大野（1978）による
TPS の究極目的は，過剰労働力・過剰設備・
過剰在庫を徹底的に排除することにより，生産
性の向上をはかり，利益を増大させることにあ
るという。門田（2006）によれば，一般に生産

 ⑼　Deming（1982）の TQCのマネジメント原則は，以下を含め，全 14 項目で構成される。④製品とサービス
の改善に向けた揺るぎない決意を確立する（create constancy of purpose toward improvement of product and 
service），⑤新しい理念・哲学をとりいれる（adopt the new philosophy），⑥検査に依存した品質確保をやめる
（cease dependence on inspection to achieve quality），⑦価格にもとづき仕事を与える習慣をやめる（end the 
practice of awarding business on the basis of price tag），⑧OJTを確立する（institute training on the job），
⑨不安を追い払う（drive out fear），⑩労働者向けのスローガン・勧告・目標を除去する（eliminate slogans, 
exhortations, and targets for the workforce），⑪現場に対する作業ノルマ・目標管理・数値管理を除去する
（eliminate work standards (quotas) on the factory floor, management by objective, management by numbers 
and numerical goals），⑫時間給労働者・経営管理者・エンジニアの技量の誇りを妨げる要因をとりのぞく
（remove barriers that rob the hourly paid worker and people in management and engineering of their right 
to pride in workmanship），⑬教育と自己研鑽の強力なプログラムを確立する（institute a vigorous program 
of education and self-improvement），⑭全社員に変革を成し遂げるようにはたらかせる（put everybody in the 
company to work to accomplish the transformation）。 
 ⑽　SQCとは，生産工程の材料・設備・作業者・作業方法等に関するデータや検査ロット等の製品サンプルに関
するデータなどに対して，QCの七つ道具・検定と推定・相関分析・回帰分析・実験計画法・多変量解析法・タ
グチメソッド（品質工学）などの統計的手法を用いておこなう統計的品質管理である。また，QCサークル活動
とは，現場社員の自主的な小集団がQCの考え方・手法などを活用し，創造性を発揮し，自己啓発・相互啓発を
はかりながら継続的に進める，製品・サービス・仕事等の品質管理活動，ないし，カイゼン（Kaizen）活動である。 
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現場では，第 1次的ムダ（過剰生産人員・過剰
生産設備）→第 2次的ムダ（過剰生産）→第
3次的ムダ（過剰在庫）→第 4次的ムダ（余分
な倉庫・余分な運搬者・余分な運搬設備・余分
な在庫管理者・余分な品質維持者・余分なコン
ピュータ利用）というムダの連鎖が，余分な労
務費・余分な減価償却費・余分な利子費といっ
た余分な費用を生む。それに対し，TPS では，
売れる速度で生産することをシステムの中心課
題に据えることにより，それらの余分な費用の
発生を抑制する。そのための手段として，TPS
では，① JIT（Just-In-Time）生産 （11） ，②か
んばん方式 （12） ，③生産の平準化，④生産リー
ドタイムの短縮，⑤小ロット生産，ないし，
1個流し生産，⑥段取り替え時間の短縮，⑦多
能工化，⑧自働化（Jidoka） （13） ，⑨カイゼン
（Kaizen）活動，などの技法が具備されるとい
う。そのうえで，門田（2006）は，TPS がユニー
クな方法で生産性の向上をはかり，低成長の時
代においてさえ利益をあげることができること
から，TPS をテイラーシステム （14） とフォード
システム （15） に次いで誕生した革命的生産方式
であると指摘する。 

 3.3　規模の経済性の実現 
 　次に，第 3の視点，すなわち，規模の経済性
の実現の視点であるが，この視点にもとづく伝
統的なイノベーションの代表例は，モータリ

ゼーションに対応した量販体制の構築である。 
 　一般に，量販体制の構築は，Howard（1957），
MaCarthy（1960），Kotler（1967）らにより提
唱されたマーケティングマネジメント論にもと
づいている （16） 。なかでも，MaCarthy（1960）は，
企業の内外の環境変化に適応しながら，製品
（product）・価格（price）・流通（place）・プ
ロモーション（promotion）という 4つの Pの
最適なマーケティングミックスを形成し，顧客
の獲得をめざすことが，マーケティングマネジ
メントの基本であるとした。このような，1950
年代後半から 1960 年代のアメリカで生成・発
展したマーケティングマネジメント論は，日本
へも普及し，日本の自動車産業もこれらを積極
的にとり入れた。 
 　とりわけ，トヨタでは，日本をはじめ世界の
主要国において，モータリゼーションの進展に
対応する形で，地場資本家との協働による販売
ネットワークの構築が推進された。すなわち，
自動車販売業に関心をもつ地場の資本家を発掘
し，一定のテリトリー内でトヨタ車を原則専売
できるフランチャイズ契約を締結し，資本家自
身が出資する形でトヨタ車の販売店舗網を構築
する，というトヨタ独自のマーケティング戦略
である。この戦略の有効性は，①資本家自身が
出資することにより販売店舗網でのトヨタ車拡
販へのモチベーションが高まること，②トヨタ
自身は販売店舗網の構築にあたり投資が不要で

 ⑾　JIT とは，必要なものを必要なときに必要なだけとの視点から，ムダを徹底的に排除する経営思考である。 
 ⑿　かんばんとは，JIT 生産を実現するために部品箱にとりつけられる，部品納入の時間・数量等が記載された作
業指示書である。また，かんばんには，引取りかんばんと仕掛けかんばんの 2種類がある。 
 ⒀　自働とは，機械に善し悪しを判断させる装置がビルトインされていることであり，異常が発生すれば機械が止
まることを意味する。 
 ⒁　テイラーシステムとは，課業管理・作業の標準化・作業管理のための最適な組織形態を基本原理とする「科学
的管理法（Scientific Management）」である。 
 ⒂　フォードシステムとは，標準化と移動組立ラインを基本原理とする大量生産方式である。 
 ⒃　Howard（1957）は，マーケティングをマネジメントの立場から包括的に扱うことの重要性を強調し，マーケティ
ングマネジメントは販売の幅広い問題を扱う経営管理の 1分野であるとした。 
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あること，③結果的にトヨタは固定費率の引き
下げを通じて規模の経済性を実現できること，
の 3点にある。 
 　すなわち，モータリゼーションに対応した量
販体制の構築においては，前述の製品・価格・
流通・プロモーションというマーケティングの
4要素のなかでも，とりわけ，流通の要素を中
心にイノベーションがはかられ，規模の経済性
が実現されたといえる。 

 ４．日本の自動車産業における新たなイ
ノベーション 

 　次に，主として 1980 年代後半から 1990 年代
にかけて生起した，日本の自動車産業における
新たなイノベーションについて，前述の 3つの
視点に則して述べる。 

 4.1　コスト競争力の強化 
 　まず，第 1の視点，すなわち，コスト競争力
の強化の視点であるが，この視点にもとづく新
たなイノベーションの代表例は，製品開発段階
での技術開発部門における原価企画である。 
 　田中（1995）によれば，「原価企画」という
用語は，製品開発段階での新製品の原価管理を
意味する用語として誕生した （17） 。田中（1995）
は，原価企画とは，開発・設計する新製品の原
価の決定プロセスを，製品企画からはじまる製
品開発段階のすべての活動を対象として，中
核となる技術開発部門と購買部門・部品サプラ
イヤー・経理部門等の関連部門とが一体となっ
て，一連の管理をするものと定義する。 
 　また，日本会計研究学会（1996）によれば，
原価企画には，多様な目的・内容・適用段階が
あるものの，それらが発展するにしたがって，

企業活動として一定のあるべき姿に進展すると
いう。そのあるべき姿とは，新製品の企画・開
発にあたり，顧客ニーズに適合する品質・価
格・信頼性・納期等の目標を設定し，製品開発
段階のすべての活動を対象として，それらの目
標の同時的な達成をはかる総合的利益管理活動
である。 
 　このような原価企画の日本の自動車産業にお
ける事例としては，自動車のモデルチェンジ
（新製品の企画・開発・設計）に際して，自動
車の主要材料の材質見直しによってより購入単
価の安い材質の材料へ変更したり，あるいは，
複数部品の一体開発化によって主要材料の使用
数量の引き下げと部品の小型化・軽量化を同時
に達成したりする活動があげられる。 

 4.2　生産性の向上 
 　次に，第 2の視点，すなわち，生産性の向上
の視点であるが，この視点にもとづく新たなイ
ノベーションの代表例は，製品開発段階での技
術開発部門における製造性（manufacturability）
の追求である。 
 　藤本（2004）によれば，人工物である製品は，
設計情報とその情報を体化している媒体との組
み合わせから成っている。すなわち，図 1に示
すとおり，製品開発とは設計情報を創造するこ
とであり，購買とは媒体である原材料を社外か
らとり込むことであり，生産とは設計情報を生
産工程の作業者と設備から媒体である原材料・
仕掛品に繰り返し転写することであり，販売と
は媒体に乗せた形で設計情報を顧客に向けて発
信することである。 
 　また，藤本（1997）の指摘によれば，労働生
産性と設備生産性とは，設計情報を作業者と設
備から原材料・仕掛品に転写する際の効率であ

⒄　 田中（1995）によれば，「原価企画」という用語のはじまりは，トヨタにおける原価管理の 3本柱（原価維持・
原価改善・原価企画）の 1つとして，1963 年に位置づけられたことにあるという。 
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る。たとえば，自動車の最終組立工程の労働生
産性は，完成車 1台当たりの実労働時間で測定
される。実労働時間は，実際に設計情報の転写
がおこなわれている正味作業時間と，設計情報
の転写がおこなわれていない移動や手待ちなど
の付随時間とから構成される。したがって，正
味作業時間が短いほど，また，実労働時間に占
める正味作業時間の比率が高いほど，労働生産
性は高くなる。 
 　製造性の追求とは，主として量産段階での正
味時間比率が高まるように，中核となる技術開
発部門と生産技術部門・購買部門・部品サプラ
イヤー等の関連部門とが一体となって，製品開
発の早期段階から製品構造（設計情報）と生産
工程レイアウトを同時に造り込んでいく生産性
向上活動である。 
 　製造性の追求の日本の自動車産業における事
例としては，自動車のモデルチェンジ（新製品
の企画・開発・設計）に際して，量産段階での
生産工程の作業者の要素作業がシンプルにな
り，かつ，設備のフレキシビリティが高まるよ
うな製品構造に設計することによって，作業者
の要素作業の組み直しにより手待ち時間を削減
したり，作業者が部品や工具をとりにいく歩行
時間を短縮したり，あるいは，設備のムダな動

きを削減したりする活動があげられる。 

 4.3　規模の経済性の実現 
 　次に，第 3の視点，すなわち，規模の経済性
の実現の視点であるが，この視点にもとづく新
たなイノベーションの代表例は，製品開発段階
での技術開発部門における部品共通化の推進で
ある。 
 　自動車産業における部品共通化の取り組み
は，1990 年代央の欧州自動車メーカーによる
プラットフォーム（platform）の共通化を端
緒とする （18） 。とりわけ，VW（Volkswagen 
AG）は，日本の自動車メーカーのリーン生産
モデルへの対抗から，プラットフォームの共通
化にくわえ，2000 年以降には自動車のモジュー
ル（module）化を推進した （19） 。すなわち，エ
ンジン・ブレーキシステム・燃料システムなど
のモジュールを複数の車種間で共通使用し，部
品点数を削減し，設備投資と研究開発費の効
率化をはかる戦略である。さらにVWは，近
年，プラットフォーム・モジュール・主要部品
を異なる車種間で「レゴ」ブロックのように
活用できるようにする，アーキテクチャMQB
（Modularer QuerBaukasten）を推進中である
 （20） 。 

図 1　設計情報生産転写論（藤本（2004）をもとに作成）

 ⒅　自動車領域におけるプラットフォームとは，自動車の基本部分である「車台」と呼ばれる部分を意味する。 
 ⒆　モジュールとは，本来，システムを構成する要素となるものを意味する，工学における設計上の概念である。
また，自動車領域におけるモジュールとは，それ自身が多くの部品を含むような，標準化された部品群のことで
ある。 
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 　このような欧州自動車メーカーの動向をう
け，近年，日本の自動車メーカーでも，たとえば，
日産のCMF（Common Module Family），トヨタ
のTNGA（Toyota New Global Architecture）
など，部品共通化の取り組みが興隆している （21） 。 
 　このような部品共通化の狙いは，自動車のプ
ラットフォーム・モジュール・主要部品につい
て，異なる車種間で共通化をはかり，設備投資
と研究開発費を削減し，固定費率を引き下げる
ことによって，規模の経済性にもとづく自動車
の低コスト化を実現することにある。 

 ５．フロントローディング 

 　本稿ではここまで，日本の自動車産業におけ
るイノベーションの視点をふまえ，そこでの伝
統的なイノベーションと，主として 1980 年代
後半以降に生起した新たなイノベーションの双
方について概観した。 
 　この間のイノベーションに共通する大きな潮
流の 1つは，フロントローディングである （22） 。
すなわち，伝統的なイノベーション（前述の生
産部門における原価改善とTPS，ならびに，
量販体制の構築）がプロダクトライフサイクル
上の量産・量販段階でのイノベーションである
のに対し，新たなイノベーション（前述の技術

⒇ 　アーキテクチャMQBとは，VWが 2012 年 2 月 1 日に明らかにした，プラットフォーム・モジュール・基幹
部品を異なる車種間で「レゴ」ブロックのように活用できるようにする設計戦略（設計手法）である。たとえ
ば，エンジンを搭載する位置や角度，アクセルペダルと前輪の車軸との間の距離等を標準化する一方，前後・
左右の車輪の間の距離等を一定程度自由に変更できるようにすることなどにより，VW・アウディ・シュコダ・
セアトといったブランドの枠を越えて，VWグループの横置きエンジンのすべての車種に対して，アーキテク
チャMQBは導入される。また，共通化部品比率最大 70％程度，台当たり生産コスト 20％削減，台当たり投資
額 20％削減，台当たり生産時間 30％削減が，アーキテクチャMQBの目標とされる。 
 21　CMFとは，日産が 2012 年 2 月 27 日に公表した新世代車両設計技術戦略（設計手法）である。CMFでは，
車両構成をエンジンコンパートメント・コックピット・フロントアンダーボディ・リヤアンダーボディの 4つの
モジュールとし，さらに，電子部品をまとめる電子アーキテクチャをくわえて，それぞれのモジュールに適切な
バリエーションを用意，これらのモジュールの組み合わせを変えることで製品を設計する。これらのモジュール
の組み合わせにより，小型車から大型車，さらには，SUV（sport utility vehicle）のような車高の高い車まで，
効率よく，かつ，高度な要求性能レベルに応える形で設計することが可能となる。また，クラスを越えた共通化
が可能となることで，コストの低減とともに，従来はともすればアッパークラスを中心に採用されていた魅力
ある新技術を，幅広いセグメントへの同時適用によりタイムリーに世界中の顧客に提供することが可能となる。
CMFは，2013 年以降に発売の新型車の車両開発から，すでに導入されている。また，TNGAとは，トヨタが
2012 年 4 月 9 日と 2013 年 3 月 27 日に公表した，大幅な商品力向上と原価低減を達成するクルマづくりの新た
な方針である。TNGAの骨子は，以下の 4点である。①新型プラットフォームの開発とその世界各地域での共
通化，②新型パワートレーンユニットの開発，③複数車種の同時企画・開発をおこなうグルーピング開発の導入
と，それによる車種間でのユニット・部品の共通化率の向上と開発業務の効率化，④グルーピング開発に対応し
た，グローバルベースでの複数車種・地域・時間を跨いだまとめ発注の実施。すなわち，TNGAは，グルーピ
ング開発を導入し，ユニット・部品の共通化率を高めることにより，仕入れ先との協力とあわせて原価低減を可
能とする新たな取り組みであるとされている。 
 22　フロントローディングとは，本来，製品開発プロセスの初期工程にリソースを投入し，従来は後工程でおこな
われていた作業を前倒しして進めることを意味する。たとえば，製品の企画・開発・設計段階における品質工学
（タグチメソッド）や源流管理，コンカレントエンジニアリング（concurrent engineering）などが，その例である。 
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開発部門における原価企画・製造性の追求・部
品共通化の推進）はプロダクトライフサイクル
上のより上流の製品開発段階でのイノベーショ
ンである。 
 　これは，従来のプロセスイノベーションにく
わえてプロダクトイノベーションの強化へ，と
いう当時の日本の自動車産業における戦略の変
化を反映したものであるといえる （23） 。日本の
自動車産業では，1980 年代後半から 1990 年代
にかけて，イノベーションが戦略的にフロント
ロードされたのである。 

 ６．「不可視領域競争戦略」の概念 

 　では，なぜ，イノベーションがフロントロー
ドされたのか？ 
 　その背景には，先進国の自動車市場の成熟化
と日本の自動車産業内における戦略の同質化と
いう，2つの環境変化がある。 
 　1980 年代後半から 1990 年代にかけての時期
は，戦後の高度経済成長が終焉し，多くの先進
国の自動車市場でモータリゼーションが一段落
した成熟期にあたる。同時に，製品としての自
動車の多品種化とプロダクトライフサイクルの
短期化が大きく進行した時期でもある （24） 。そ
の結果，日本の自動車産業では，売上重視の経
営から製品開発と連動した利益重視の経営への
転換を迫られることとなった。 
 　また，上記の先進国の自動車市場の成熟化と
並行して，日本の自動車産業内における戦略の
同質化が進行した。すなわち，今井（2006）
に示すように，自動車事業には，①サプライ
チェーンプロセス，②販売プロセス，③製品開

発プロセス，という 3つの基幹プロセスがある
が，このうち①と②に関しては，先進国での
モータリゼーションに対応した量産・量販体制
づくりが一応完成し，日本の自動車メーカー間
での戦略の差異が僅少となった。 
 　このような状況のもと，日本の自動車産業で
は，イノベーションそのものを，外部から可視
的な量産・量販段階から不可視的な製品開発段
階へ移行させることにより，イノベーションの
模倣可能性を低減するとともに，プロダクトラ
イフサイクルの上流段階でのイノベーションに
より利益改善効果を引きあげる，という形でイ
ノベーション戦略を変化させることとなったの
である。 
 　本稿では，これを「不可視領域競争戦略」と
して概念化をはかる。この概念の要諦は，図 2
に示すとおり，①イノベーションの模倣可能性
の低減，②イノベーションの利益改善効果の引
きあげ，の 2点にあるが，各々の要件について
は下記に示すとおりである。すなわち，これら
2つの要件を具備するイノベーション戦略が，
「不可視領域競争戦略」である （25） 。 
 　① イノベーションを量産・量販段階から製品

開発段階へ移行させることにより，企業
外部からのイノベーションの可視性が減
少する（不可視性が増大する）。その理由
は，一般に，企業の技術開発部門の内部へ
は企業外部者による物理的なアクセスが
困難であること，ならびに，新製品の企
画・開発・設計に関する企業内部情報は企
業外部者による理解の難度が高いこと，
の 2点による。その結果，製品開発段階
で生起するイノベーションは，模倣可能

23　この戦略の変化を象徴するのが，1997 年発売の世界初の量産ハイブリッドカー，プリウスの登場である。
 24　自動車のプロダクトライフサイクルの短期化は，その後も進行している。たとえば，経済産業省（2007）によ
れば，2002 年から 2007 年までの 5年間での自動車のライフサイクル短縮率は約 7％である。 
 25　知的財産マネジメントにおける類似概念として，小川（2014）のオープン＆クローズ戦略がある。 
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性（imitability）が低いコアコンピタンス
の構築に貢献し，戦略の差別化に繋がる
（Hamel and Prahalad, 1994）。 

 　② イノベーションを量産・量販段階から製品
開発段階へ移行させることにより，利益改
善の検討対象領域が従来のサプライチェー
ンプロセスと販売プロセスから製品開発プ
ロセスへと拡張する。くわえて，量産段階
での製品原価の 80％以上が確定する製品
開発段階において，原価発生の源流に遡っ
てそのメカニズムを徹底的に分析する原価
企画は，大幅な原価低減を可能にする（加
登，1993）。その結果，プロダクトライフ
サイクルの上流段階でのイノベーションを
通じて，利益改善効果が引きあげられる。 

 ７．おわりに 

 　本稿では，日本の自動車産業における伝統的
なイノベーションと近年の新たなイノベーショ
ンの双方の事例から，日本の自動車産業におけ
るイノベーション戦略の本質的要素を追究し，
フロントローディングという大きな潮流の 1つ
を抉り出した （26） 。そのうえで，フロントロー
ディングの背後にある経営思考について考察
し，「不可視領域競争戦略」という新たな概念
を導出した。 
 　なお，本稿が導出した「不可視領域競争戦
略」の概念については，その要件のさらなる精
緻化と，広範な業種・地域・企業での事例検証
が，当該概念の一般化に向けた今後の課題とし
て残っている。 
 　21 世紀のグローバル競争は，地域や業種の

 26　フロントローディングは，日本の自動車産業におけるイノベーション戦略の鍵概念であるといえる。 

図 2　「不可視領域競争戦略」（Imai (2016): 141）
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壁を越えてますます激化し，それとともに企業
経営には，さらなる戦略の差別化とより一層の
収益性の向上が求められよう。そのようなな
か，本稿が提示する，イノベーション戦略とし
てのフロントローディングと「不可視領域競争
戦略」の概念の重要性が，今後は高まるものと
考えられる。 
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